様式１－１

                                                         平成　　年　　月　　日  

資　格　確　認　申　請　書

  横浜市長

    中田　宏  殿
                                     グループ名称

                         〔代表企業〕所   在   地

                                     商号又は名称

                                     代表者職氏名                     　　　　　    印

　平成１９年１１月２０日付で公告のありました「横浜市環境創造局北部汚泥資源化センター消化ガス発電設備整備事業」に係る応募資格の確認のために、次の書類を添えて申請します。

  横浜市環境創造局北部汚泥資源化センター消化ガス発電設備整備事業事業者公募要項第２章 2及び3に定められている応募者の資格を満たしていること、本申請書の添付書類の記載事項が事実と相違ないことを誓約します。

添付書類

（添付書類名及び部数を記載すること。）

※返信用封筒として、表に申請者の住所・氏名を記載し、簡易書留料金分を加えた所定の料金の切手を貼った長３号封筒を申請書と併せて提出すること。

様式１－２

グループ構成員一覧

グループ名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	代表企業
	 eq \o\ad(所  在  地,　　　　　　)
商号又は名称

代表者職氏名                                                　　印


	構成員
	 eq \o\ad(所  在  地,　　　　　　)
商号又は名称

代表者職氏名                                                　　印


	構成員
	 eq \o\ad(所  在  地,　　　　　　)
商号又は名称

代表者職氏名                                                　　印


	構成員
	 eq \o\ad(所  在  地,　　　　　　)
商号又は名称

代表者職氏名                                                　　印



・構成員の記入欄が足りない場合は、本様式に準じて作成・追加すること。

様式１－３

グループ構成員業務分担及び連絡先一覧

グループ名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	代表企業
	商号又は名称

	
	担当者　所在地

　所属

　　　　氏名

　　   　Tel                              Fax

      E-mail

	
	出資予定・本事業での役割

（ＳＰＣへの出資･劣後融資の有無及び業務分担を簡潔に記入、一業務を複数企業で分担する場合も各分担を記入する）



	構成員
	商号又は名称

	
	担当者　所在地

　所属

　　　　氏名

　　   　Tel                              Fax

      E-mail

	
	出資予定・本事業での役割



	協力会社
	商号又は名称

	
	担当者　所在地

　所属

　　　　氏名

　　   　Tel                              Fax

      E-mail

	
	出資予定・本事業での役割





備考１  構成員・協力会社の記入欄が足りない場合は、本様式に準じて作成・追加すること。

    ２  応募者が１社の場合、提出は不要。

　　

様式２

                                                         平成　　年　　月　　日  

応　募　辞　退　届
  横浜市長

    中田　宏  殿
                                     グループ名称

                         〔代表企業〕所   在   地

                                     商号又は名称

                                     代表者職氏名                     　　　　　    印

　平成１９年１１月２０日付で公告のありました「横浜市環境創造局北部汚泥資源化センター消化ガス発電設備整備事業」への応募を辞退いたします。

様式３

                                                         平成　　年　　月　　日  

提　案　提　出　届
横浜市長

    中田　宏  殿

                                    グループ名称

                         〔代表企業〕所   在   地

                                     商号又は名称

                                     代表者職氏名                     　　　　　    印

　

平成１９年１１月２０日付で公告のあった「横浜市環境創造局北部汚泥資源化センター消化ガス発電設備整備事業」の提案書を提出します。


備考１　応募者が１社の場合、グループ名称の記載は不要。

　　２  添付書類及び図面を含むすべての提出書類には、市から送付された応募資格の確認通知書に記載されている受付番号を右下に記入してください。

    ３  提案受付時のチェックのため、様式３－２提案必要書類一覧表を併せて提出してください。

様式３－２

提　出　必　要　書　類　一　覧　表
	必要書類
	部数
	応募者確認
	市確認

	提案提出届

提案提出届（様式３－１）
提出必要書類一覧表　（様式３－２）

価格提案書（様式３－３）
	１


	
	

	出資者等有価証券報告書等　２０部
企業単体の貸借対照表及び損益計算書　　（直近実績３年分）
利益の処分又は損失の処理に関する議案　（直近実績３年分）

企業単体の減価償却明細表　　　　　　　（直近実績３年分）
連結決算の貸借対照表及び損益計算書　　（直近実績1年分）
代替信用補完措置への対応（※必要な場合のみ）
	２０
	
	


１　設備計画

1-2　システムフロー図　（様式随意）
1-3　単線結線図（様式随意）
1-4　制御電源系統図（様式随意）
1-5　操作電源系統図（様式随意）

1-7　主要機器仕様表（様式５－１－１，５－１－２）

2　建設計画
2-1　本設備等配置平面・立面図（様式随意）

2-4　耐震設計の考え方（様式随意）
3　運転管理計画
3-1　電力及び温水供給計画（様式５－４－１、５－４－２）

3-2　シロキサン等に対する対策（様式５－５）

3-3　運転管理体制（様式５－６）

3-4　必要資格リスト（様式随意）
3-5　定期点検計画（短期・中期・長期）（様式５－７）
	3-6　維持管理の考え方（様式５－８－１、５－８－２）

3-7　年度別維持管計画表（様式５－９－１、５－９－２）

3-8　既設発電設備保守点検等維持管理業務委託内容説明書　　　　　（様式随意）
3-9　緊急連絡体制（様式随意）
3-10　バックアップ体制（様式５－１０）
4　環境対策その他
4-1　環境保全性　（様式５－１２）

4-2 窒素酸化物及び硫黄酸化物排出濃度計算書（様式随意）

4-3　オキシダント警報発令時の対応（様式随意）
4-4　敷地境界における騒音及び振動計算書（様式随意）

4-5　センターの環境マネジメントとの整合（様式５－１３）
	３０
	
	

	事業計画提案書（様式６）
1　事業全体計画
1-1　参加企業役割分担一覧（様式６－１）
1-2　本事業遂行に当たっての基本的な考え方（様式随意）

1-3　事業スキーム（様式随意）

1-4　組織運営体制（様式随意）
1-5　事業スケジュール（様式随意）
2　リスク対応

2-1　リスク分担の基本的考え方（様式随意）
2-2　リスク分担表（様式６－２）
2-3　保険の付保について (様式６－３－１，６－３－２)
3　資金計画
3-1 長期安定性について（様式随意）

3-2 運転資金の不足に対する対応策（様式６－４）
3-3　事業破綻時について（様式随意）
3-4　事業費の調達に関する考え方（様式６－５）
3-5　自己資本内訳（様式６－６）

3-6　株主企業による劣後融資（様式随意）

3-7　匿名組合出資（様式随意）
3-8　外部借入等について（様式６－７）

3-9　その他資金調達手法（様式随意）

3-10　資金調達の確実性（様式随意）

3-11　金利変動に伴うサービス購入料の改定（様式６－８）

4　事業収支計画

4-1　更新建設工事費積算表（様式７－１）
4-2　基本料金計算書（様式７－２）
4-3　固定費用計算書（様式７－３）
4-4　従量料金計算書（様式７－４）

4-5 変動費用計算書（様式７－５）

4-6 維持管理・運営費（様式７－６）

4-7 長期収支計画表（様式７－７）
4-8 支払計画表（様式７－８）
4-9 キャッシュフロー計算表（様式７－９）
4-10 　収支計画の考え方（様式随意）
4-11 　契約保証金に関する考え方について（様式随意）
	３０
	
	

	提案資料集（様式８）

資料集リスト（様式８－１）
	３０
	
	




様式３－３

                                                         平成　　年　　月　　日  

価　格　提　案　書
                                    グループ名称

                         〔代表企業〕所   在   地

                                     商号又は名称

                                     代表者職氏名                     　　　　　    印
件名　横浜市環境創造局北部汚泥資源化センター消化ガス発電設備整備事業

１．更新建設工事費

　

	千億
	百億
	十億
	億
	千万
	百万
	十万
	万
	千
	百
	十
	円

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


· 様式７－１による更新建設工事費総額（消費税含まず）を記入。

２．PFI事業者に対する市実負担額

	千億
	百億
	十億
	億
	千万
	百万
	十万
	万
	千
	百
	十
	円

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


· 下記計算表による

	（A）総電力料金
	円

	（B）総温水料金
	円

	（C）市に支払うユーティリティ料金（総額）
	円

	（D）スクラップ等購入代金
	円

	市実負担額                  （A+B-C-D）
	円


・様式７－１，７－６等を参照し、様式７－７，７－８の合計値と整合性がとれていること。


備考１　消費税抜きの価格で提案してください。

　　

様式４

横浜市環境創造局北部汚泥資源化センター

消化ガス発電設備整備事業

出資者等有価証券報告書等

グループ名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（添付書類名及び部数を記載すること。）



備考１　以下の添付書類及び図面を含むすべての提出書類には、左上に書類名、市から送付された応募資格の確認通知書に記載されている受付番号を右下に記入してください。

　　

様式５
横浜市環境創造局北部汚泥資源化センター

消化ガス発電設備整備事業

設備計画提案書



備考１　以下の添付書類及び図面を含むすべての提出書類には、左上に書類名、市から送付された応募資格の確認通知書に記載されている受付番号を右下に記入してください。

２  添付書類及び図面を含むすべての提出書類には、中央下部にページ番号を付し、この次に入れる目次（様式随意）と整合させてください。

　
様式６

横浜市環境創造局北部汚泥資源化センター

消化ガス発電設備整備事業

事業計画提案書



備考１　添付書類及び図面を含むすべての提出書類には、左上に書類名、市から送付された応募資格の確認通知書に記載されている受付番号を右下に記入してください。

　　２  添付書類及び図面を含むすべての提出書類には、中央下部にベー番号を付し、この表紙の次に入れる目次（様式随意）と整合させてください。

様式６－１

1-1　参加企業役割分担一覧

・本事業に関わる各個別企業名を、以下の様式に従い記入する。構成員以外の企業名については、提案書提出段階で決まっている範囲ですべて記入すること。

・様式６－２以降のすべての様式において、個別企業名の記述を求めている個所については、必ず本様式で記入した番号を使用し、個別企業名が判別できる記述がないよう留意する。

（1） グループ構成員

	構成員企業

番号
	個別企業名／業種
	役割担当／出資等

	構成員企業Ａ
	個社名○○○○

業種　
(例　機械器具製造)
	担当業務・役割

（例）

・代表企業、ガスエンジン設計･製造、交渉窓口、ＳＰＣの会計、決算事務等

· グループ内で負担するリスク　契約リスク、性能リスク

· 負担するリスクへの考え方　保険付保、予備費等のリスク回避の考え方



	
	
	出資・劣後融資

（例　出資額・比率、劣後融資金額、増資の予定等）



	構成員企業Ｂ
	個社名○○○○

業種　
	担当業務・役割



	
	
	出資・劣後融資



	構成員企業Ｃ
	個社名○○○○

業種　
	担当業務・役割



	
	
	出資・劣後融資





備考１　構成員の数に合わせて必要な枠を追加する。


協力企業

	協力企業

番号
	個別企業名／業種
	担当業務・役割



	協力企業Ａ
	個社名○○○○

業種　

(例　電気工事)
	担当業務・役割

（例）

・配電盤工事　

・グループ内で負担するリスク　施工リスク

・負担するリスクへの考え方　保険付保、予備費等のリスク回避の考え方



	
	
	事業分配率

（例　建設工事5％）



	協力企業Ｂ
	個社名○○○○

業種　
	担当業務・役割



	
	
	事業分配率



	協力企業Ｃ
	個社名○○○○

業種　
	担当業務・役割



	
	
	事業分配率




・必要に応じて枠を追加する。

・協力企業とは、応募企業又は応募グループの構成員以外の者で、事業開始後、PFI事業者から本事業の業務を直接受託し、又は請け負うことを予定している者をいいます。

・事業配分率は、担当する業務に対し、当該企業が役割分担を受けている割合を記入してください。（ex. 協力企業 Ａ社（建設業）　建設工事費の○％、協力会社 Ｂ社（維持管理業）　年間維持管理業務費の○％）

以下同様の様式で（3）再委託企業、（4）融資企業、（5）その他企業（出資のみの企業、保険会社、アドバイザー等）の表を作成し提出する。企業番号は上記区分に従い融資企業Ａ、その他企業Ａなどとすること。

・再委託企業とは、応募企業、グループ構成員又は協力企業以外の者で、事業開始後、本件事業の業務に携わることを予定している者をいう（融資企業や出資のみを行う企業は含まない。）、なお、個別企業名欄には住所及び資本金の規模を記入すること。

・担当業務や役割ごとに並べる等、分かりやすく整理してください。



様式６－２

2-2 リスク分担表

	No．
	リスクの種類
	リスクの内容
	負担者
	対応策

	
	
	
	ＳＰＣ
	構成員名
	その他の企業名
	

	例
	リスクの種類
	その条件、具体的内容
	
	
	
	どのような場合、どのような契約条件等により分担するのかを記載

	１
	
	
	
	
	
	

	２
	
	
	
	
	
	

	３
	
	
	
	
	
	

	４
	
	
	
	
	
	

	５
	
	
	
	
	
	

	６
	
	
	
	
	
	

	７
	
	
	
	
	
	

	８
	
	
	
	
	
	


· 現段階におけるリスクの分担者、対応方法について記入する。

· リスク分担者名は個別企業名でなく様式6-1で設定した企業番号を記入する。様式6-1で特定できない企業は具体名を記入する。

· PFI事業者にリスクがとどまるものは「SPC」欄に○印をつける。

· 具体的な負担事業者名が決まっていなくとも上記負担者の分類が決まっていれば当該欄に○印をつける。

· リスクがあることは分かっていて、その分担が決まっていないものはリスクの種類、内容のみ記入する。

· できるだけ、細分化し、具体的な対応策を記入する。


様式６－３－１

2-3　保険の付保について①

予定している第三者賠償保険についてすべて記入し、その内容について具体的に記入する。

	第三者賠償保険の種類

（名称）
	内容
	対応する

ﾘｽｸNo.※

	
	· 保険契約者
	
	

	
	· 被保険者
	
	

	
	· 対象範囲
	
	

	
	· 保険期間
	
	

	
	· 填補額（限度額）
	
	

	
	· 保険料（円/年）
	
	

	
	· 免責金額（円）
	
	

	
	· 保険契約者
	
	

	
	· 被保険者
	
	

	
	· 対象範囲
	
	

	
	· 保険期間
	
	

	
	· 填補額（限度額）
	
	

	
	· 保険料（円/年）
	
	

	
	· 免責金額（円）
	
	


・記入欄が足りない場合は適宜追加して記入する。

・対応するリスクNo.については、様式6-2のリスク分担一覧表において対応するリスクの番号を記入する。

・様式6-3-1及び6-3-2における各保険料（円/年）の合計が様式7-7の保険料と整合性が取れるようにする。

様式６－３－２

2-3　保険の付保について②

第三者賠償保険以外で想定している保険についてすべて記入し、その内容について具体的に記入してください。

	保険の種類（名称）
	内容
	対応する

ﾘｽｸNo.※

	
	· 保険契約者
	
	

	
	· 被保険者
	
	

	
	· 対象範囲
	
	

	
	· 保険期間
	
	

	
	· 填補額（限度額）
	
	

	
	· 保険料（円/年）
	
	

	
	· 免責金額
	
	

	
	· 保険契約者
	
	

	
	· 被保険者
	
	

	
	· 対象範囲
	
	

	
	· 保険期間
	
	

	
	· 填補額（限度額）
	
	

	
	· 保険料（円/年）
	
	

	
	· 免責金額
	
	


・記入欄が足りない場合は適宜追加して記入する。

・対応するリスクNo.については、様式6-2のリスク分担一覧表において対応するリスクの番号を記入する。

・様式6-3-1及び6-3-2における各保険料（円/年）の合計が様式7-7の保険料と整合性が取れるようにする。

様式６－４

3-2　運転資金の不足に対する対応策

事業期間中にサービス購入料の減額など予期せぬ出来事等により運転資金が不足した場合の対応策について、次表から想定ケースを選択し（複数可）、想定している金額及び具体的な対応策を記入する。複数選択した場合は、選択項目別にすべて記入すること。

	
	想定ケース
	チェック欄

（該当に○印）

	1
	株主等による追加出資、劣後ローン
	

	2
	株主等の信用力による運転資金枠の設定
	

	3
	配当部分の一部積み立て
	

	4
	予備費を含めた資金調達
	

	5
	その他
	


（注　複数可）

	該当番号
	具体的な対応策

	
	

	
	


・具体的な対応策（例：金額、劣後融資の返済条件、配当の考え方、積立の方法や期間等）を記入してください。

・想定ケース1及び2を選択した場合は、具体的な株主を様式6-1で記入した表記番号で記述すること。

・適宜、枠を追加し記入する。


様式６－５

3-4 事業費の調達に関する考え方

本事業に係わる自己資本と外部借入等の金額を記入する。

	自己資本

（株式出資、株主企業による劣後融資、匿名組合出資を含む）
	円

	外部借入等

（上記以外の調達）
	円

	総資金調達額
	円


・総資金調達額は、様式7-7 長期収支計画表の「資金調達」金額と整合性をとること。

・自己資本の内訳及び外部借入等の内訳は様式6-6、6-7に記入してください。

・自己資本は株式出資の他、株主企業による劣後融資、匿名組合出資（株主企業によるものか否かは問いません）を含みます。

・外部借入等は自己資本以外の調達資金全てを含みます。社債発行を想定している場合は、「外部借入等」に含めてください。



様式６－６
3-5　自己資本内訳
自己資本内訳

「事業費の調達に関する考え方」（様式6-5）で記入した自己資本の内訳について、次表にその内容を記述する。

	出資企業名
	代表企業　◎

構成員　　○

を記入
	株式出資額
	議決権がない

株式の内容
	匿名組合

出資額
	株主企業

による劣後

ローン額

	
	
	
	議決権
	
	
	

	
	
	円
	
	
	円
	円

	
	
	円
	
	
	円
	円

	
	
	円
	
	
	円
	円

	
	
	円
	
	
	円
	円

	
	小計
	円
	
	
	円
	円

	自己資本総額
	
	
	
	円


・出資企業名については個別企業名ではなく様式6-1で設定した企業番号を用いる。

・出資割合の高い順に記入する。

・本表の「自己資本総額」と「事業費の調達に関する考え方」（様式6-5）で記入した「自己資本」金額と整合がとれるようにすること。

・
議決権のある株式と議決権のない株式が分かるように、議決権がある株式については議決権欄に○印を記入してください。代表企業を含む構成員が出資する議決権のある株式出資で特別目的会社の過半数の株式を保持する必要がある。なお、議決権がない株式については、その内容を記述する。

・劣後融資及び匿名組合出資を予定している場合は、3-6（様式随意）、3-7（様式随意）に記入する。

・記入枠は出資企業数にあわせて適宜追加すること。
出資時期

特別目的会社の設立規模及び増資計画について記入してください。

	
	出資者
	株式出資額

	特別目的会社設立時（設立予定時期）
	
	円

	
	
	円

	増資等
	（増資等の時期）
	
	

	
	
	
	円

	
	
	
	円

	
	
	
	円

	株式出資額計
	円


・出資者については個別名称ではなく様式6-1で設定した表記番号を用いてください。

・本表の株式出資額計は、①自己資本内訳　株式出資額の小計と整合性を取ってください。

・定目的会社設立後、資本金に変動があることが計画されている場合は、増資等の時期にあわせて適宜追加してください。



様式６－７
3-8　外部借入

「事業費の調達に関する考え方」（様式6-5）で記入した外部借入等について、その内訳、借入条件等を記入する。

	円
	融資企業等の名称
	備考

	
	
	借入条件

　借入時期：　年　月

　借入期間：　年　月～ 　年  月（内 据置　年）

　借入金利：

　返済条件：
	

	
	
	想定している担保設定


	

	円
	融資企業等の名称
	

	
	
	借入条件

　借入時期：　年　月

　借入期間：　年　月～　年　月（内 据置　年）

　借入金利：

　返済条件：
	

	
	
	想定している担保設定


	

	円
	融資企業等の名称
	

	
	
	借入条件

　借入時期：　年　月

　借入期間：　年　月～　年　月（内 据置　年）

　借入金利：

　返済条件：
	

	
	
	想定している担保設定


	

	外部借入等合計
	円


・「事業費の調達に関する考え方」（様式6-5）で記入した「外部借入等」の金額と整合がとれるようにすること。

・借入返済順位が優先されるもの（優先順位の高いもの）から順番に記入する。

・返済条件については出来る限り詳細に記入すること（ex.元利均等返済・元金均等返済）

・外部借入については、想定している担保設定について記入する。

・金融機関から関心表明書を取得している場合は、備考欄にその旨記入してください。

・融資企業名については、様式6-1で記入した表記番号を用いてください。

· 記入枠は融資企業数にあわせて、適宜追加し、記入枠が小さい場合は、適宜加工すること。



様式６－８
3-11　金利変動に伴うサービス購入料の改定
サービス購入料の算定根拠となる10年物（円―円）金利スワップレートに上乗せするスプレッドを記入してください。

上乗せするスプレッド　　　　　　　　ｂｐ
	（例）事業所要資金を6ヶ月LIBOR＋○％程度の変動金利で調達予定。

同資金に係る金利をSWAPで10年もの固定金利に変換予定。

変換後の金利は年△％（＝10年物SWAPレート＋□bp）を見込んでおり、

金利は、この調達コストに◆bpのスプレッドを載せた金利を希望。

スプレッドは□bp ＋ ◆bp ＝ 50bp（＝0.5％）




上記スプレッドの算出根拠を記述してください。


様式８

横浜市環境創造局北部汚泥資源化センター

消化ガス発電設備整備事業

提案書資料集


様式８－１
資料集リスト
	資料

番号
	関連提案書項目番号及び項目名
	資料名
	枚数

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


備考　A4版で具体的に記述してください。

提案書に使用したパンフレットや添付等の資料集リストを作成してください。

作成に当たり提案項目番号順になるように資料を整理してください。


受付番号





受付番号





受付番号















































受付番号





受付番号





受付番号





受付番号





受付番号





受付番号





受付番号





受付番号





受付番号





受付番号





受付番号





提案受付番号：





受付番号








受付番号





受付番号





受付番号





受付番号





提案受付番号：
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